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令和７年度沖縄県医療的ケア児等レスパイトケア推進基金事業補助金 

公募要領 

 

１ 事業概要 

沖縄県医療的ケア児等レスパイトケア推進基金事業（以下「本事業」という。）

は、医療的ケア児等とその介護を行う家族が、身近な地域で安心して生活できるよ

う支援体制の整備を推進することを目的として、医療的ケア児等の受け入れ又は受

け入れ拡大を行う事業者に対して必要な医療機器等の購入に要する経費を補助する

事業です。 

 

２ 補助対象事業者 

 本事業では、次の事業者を対象としています。（ただし、(3)~(11)に関して市町

村が設置主体の場合は対象外とします。） 

(1) 病院 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援する法律（平成17年法律

第123号。以下「障害者総合支援法」という。）第36条第１項の指定を

受け、同法第５条第８項の短期入所を実施するもの 

(2) 診療所 障害者総合支援法第36条第１項の指定を受け、同法第５条第８項の短

期入所を実施するもの 

(3) 福祉型短期入所事業所 障害者総合支援法第36条第１項の指定を受け、同法第

５条第８項の短期入所を行う事業所（ただし、前記(1)

の病院及び(2)の診療所（以下「医療型短期入所事業

所」という。）を除く。） 

(4) 障害児通所支援事業所 児童福祉法第21条の５の15第１項の指定を受け、同法

第６条の２の２第１項の児童発達支援、医療型児童発

達支援又は放課後等デイサービスを行う事業所 

(5) 日中一時支援事業所 地域生活支援事業実施要綱（平成18年８月１日付け障発

第0801002号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長

通知）における日中一時支援を実施する事業所 

(6) 保育所 児童福祉法第39条第１項の保育所 

(7) 家庭的保育事業所 児童福祉法第６条の３第９項に規定する家庭的保育事業を

行う事業所 

(8) 小規模保育事業所 児童福祉法第６条の３第10項に規定する小規模保育事業を

行う事業所 

(9) 事業所内保育事業所 児童福祉法第６条の３第12項に規定する事業所内保育事

業を行う事業所 

(10) 認定こども園 就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に

関する法律（平成18年法律第77号）第２条第７項の幼保連携

型認定こども園、及び同法第３条第１項の認定を受けた施設 

 

(11) 企業主導型保育事業所 企業主導型保育事業費補助金実施要綱第２の１に規

定する企業主導型保育事業を行う事業所 

(12)へき地保育所 離島その他の地域において、子ども・子育て支援法第30条第１

項第４号に規定する特例保育を実施することができる市町村

が設置する施設 
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３ 補助対象経費 

 本事業では、医療的ケア児等の新たな受け入れ又は受け入れ拡大に必要な医療機

器等の購入に要する経費が対象となります。「医療的ケア児等」、「必要な医療機

器等」及び「購入に要する経費」の範囲は、それぞれ次のとおりです。 

(1) 「医療的ケア児等」は、次のいずれかに該当する者とします。 

  ① 医療的ケア児 医療的ケア児及びその家族に対する支援に関する法律（令和

３年号外法律第81号）第２条第２項に規定する日常生活及

び社会生活を営むために恒常的に医療的ケアをうけること

が不可欠である児童 

② 重症心身障害児 児童福祉法第７条第２項に規定する重度の知的障害及び

重度の肢体不自由が重複している児童 

(2) 「必要な医療機器等」は、次のいずれかに該当するものとします。 

① 医療機器 医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する

法律（昭和35年法律第145号）第２条第４項の医療機器のうち、

医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関す

る法律施行令（昭和36年政令第11号）第１条の別表第１に規定

する機械器具 

② その他備品 医療的ケア児等が、事業者（第６に定める病院、診療所及び指

定障害者支援施設等をいう。）において、日常生活を営むた

め必要と認められる備品（１品目当たりの価格が３万円を超

えるものに限る） 

③ 附属品 前記(1)又は(2)の購入に付随し、これらの機器等を通常稼働させる

ため必要不可欠と認められる消耗品等 

(3) 「購入に要する経費」は、次の①及び②の合計額から、③を控除した額としま

す。 

① 購入費 医療機器、その他備品及びこれらの附属品の購入に要する経費 

② 設置費 医療機器及びその他備品の設置に要する経費 

③ 寄付金その他の収入額 購入に当たり充当した寄付金その他の収入額 

 

４ 補助基準額等 

(1) 補助基準額 

１事業者当たり160万円とします。 

(2) 補助率 

３／４（補助上限額：120万円） 

(3) 交付決定額等 

交付決定額は、４の(1)補助基準額と３の(3)で算定した「購入に要する経費」

とを比較して、少ない方の額に補助率を乗じて得た額（この場合において、 

1,000円未満の端数を生じたときは、これを切り捨てた額）とします。 

 

５ 事業者の選定 

(1) 事業者から提出のあった事業計画書について、各圏域における医療的ケア児等

に対する支援体制の整備状況及び事業計画の実現可能性等の観点から、審査を行

い、補助対象事業者を選定します。 
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(2) 必要に応じて、事業計画書の内容その他必要な事項について説明を求めること

があります。 

(3) 審査結果に関するお問い合わせには一切応じかねますので、ご承知おきくださ

い。 

 

６ 主なスケジュール（予定） 

 令和７年9月中旬  令和７年度事前協議に係る書類の提出（事業者→県） 

10月中旬  審査及び審査結果の通知（県→事業者） 

※国からの内示（承認）後に行います。 

    11月上旬  補助金交付申請書類の提出（選定された事業者→県） 

    12月上旬  補助金交付決定通知（県→事業者） 

    12月～   医療機器等の購入手続き（事業者） 

令和７年～     納品、医療的ケア児等の受け入れ（事業者） 

    ３月    補助事業終了 

４月    実績報告（事業者→県） 

※ 当該スケジュールは予定であり、国からの内示（承認）の時期等によって、ス

ケジュールが前後する可能性がありますので予めご了承ください。 

※４月以降、立入検査等により補助事業の実績を確認（県）する場合があります。 

 

７ 応募方法 

(1) 提出書類 

 ① 鏡文 

 ② 事業計画書 

 ③ 見積書の写し 

 ④ カタログ・パンフレット 

  ※１品目について、原則として、３者から徴収した見積書の写し及びカタログ

・パンフレット（該当する品目が分かる部分の写し）をご提出ください。（F

AXは不可） 

 ⑤ 指定又は認可関係書類等の写し 

(2) 提出期限 

  令和７年９月２６日（金）必着 

(3) 提出方法 

郵送又は持参してください。（TEL：098-866-2190） 

(4)提出先 

〒900-8570 沖縄県那覇市泉崎１丁目２番２号（県庁舎３階） 

沖縄県生活福祉部障害福祉課 地域生活支援班 

（医療的ケア児等レスパイトケア推進基金事業担当 あて） 

 

 

８ 留意事項等 

(1) 既に購入済みの医療機器等については、対象外です。交付決定通知を確認後、

購入手続を行う必要があります。 

(2) 補助金交付の対象は、令和８年３月末までに納品され、利用できる状態にある

ものに限ります。 



 - 4 - 

(3) 他の補助事業等により補助対象となるものは、本事業の対象外とします。 

(4) ２の(1)から(12)までのいずれかに重複して該当する事業者であっても、４の

(1)に定める基準額の適用に当たっては、一事業者とみなして取り扱います。 

(5) 事前協議の時点においては、２の補助対象事業者に該当していない者であって

も、補助対象事業者としての指定（認可）を受け、医療的ケア児等の受け入れ又

は受け入れ拡大を行う計画がある者については、これを証する書面（指定申請書

の写し等）を添えて事前協議を行うことができるものとします。 

(6) 提出書類等の作成・提出等にかかる費用は、すべて応募者負担とし、 提出され

た書類は、返却しません。 

(7) 必要事項に記載もれがある場合は、受付できません。 

(8) 事前協議書を提出した後、辞退する場合は、県へ速やかに辞退届（様式は任意）

を提出してください。 

(9) 提出された事前協議書や審査内容及び審査経過については、公表しません。 

(10）本補助金の交付状況については、医療的ケア児等支援体制整備の推進に向けた

取組の一環として、市町村及び県関係課あて情報提供します。 

  (11) 自社調達（事業者自身から調達を行う場合）は、仕入れ原価を「購入費」、外

部からの仕入れ日を「購入日」とみなしますので、ご注意ください。 

  (12) 仮想通貨・クーポン・ポイント・金券・商品券の利用や取得等は認められませ

んので、ご注意ください。 

 (13) 補助金の実績報告時には、購入した医療機器等の請求書・納品書・領収書の写

しが必要となりますので、それら３点の書類が発行可能な者から調達してくだ

さい。 

 (14) 沖縄県地域医療介護総合確保基金事業補助金交付要綱において、「補助事業に

より取得し、又は効用の増加した財産で価格が単価30万円以上の機械及び器具

については、厚生労働省告示「補助金等により取得し又は効用の増加した財産

の処分制限期間」に定める期間を経過するまで、知事の承認を受けないでこの

補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、担保に供し、

取り壊し又は廃棄してはならない。」とされていますので、ご注意ください。 


